
 

 

1．はじめに 

 我が国日本は地震大国として知られており、被災

者の生活再建支援に関する制度は、大規模地震が発

生する度にアップデートされてきた。被災者の早期

生活再建に係る制度の中で重要なものの一つに、罹

災証明書の交付が挙げられる。罹災証明書は、被災

者即ち人に対する被害を建物の被害に置き換えて、

その世帯に対し金銭的支援を行う上で証明となる書

類である。建物の被害を判定するにあたって、被災

地では被害認定調査が行われる。被災者の早期生活

再建のため、国は災害発生から一か月程度での罹災

証明書の交付を推奨している。罹災証明書の発行及

び被害認定調査は出来る限り迅速に、かつ公平性を

損なわないように行われる必要がある。 

 大規模な自然災害が発生した場合、調査件数が膨

大となることに加え、処理する調査情報が膨大とな

ることから、現場での悉皆調査には限界がある。そ

こで折橋ら 1)は、地震災害において用いられている調

査手法について、調査の簡易化や現地調査数の間引

きの可能性について検討した。災害対応実務者は被

害認定調査を行うにあたって調査計画を策定する必

要があるが、被災者の救命救助や応急仮設住宅の設

営等、その他災害対応業務と並行して行う計画策定

業務は困難を極める。被災自治体は災害発生前から

被害認定調査における様々な手法を検討し、発災時

に直面する複数のハザードや被害程度を想定した事

前の議論が必要である。本研究の目的は、IES（統合

地震シミュレータ）2)の計算結果から得られる構造物

の最大層間変形角に閾値を設けて被害認定調査基準

に適用し、GIS（地理情報システム）3)を活用して災

害発生前の被害認定調査計画策定に活用される住家

被害程度マップを作成することである。 

2．大規模地震災害に対する被害予測手法 

 大規模地震災害に対する被害予測に関して数多く

の研究がこれまでに行われてきたが、それら研究で

の被害予測は二つの手法に大別される。 

一つは、被害率曲線を用いた経験的手法である。

過去に発生した地震の地震動による建物被害の情報

を基にして、震度と全壊率の関係を構造種別や築年

数毎に評価する。この手法は、比較的容易に都市全

体の全壊率を推定することができる利点から、保険

業や行政において広く用いられている。しかしなが

ら、被害を受ける構造物を特定することは極めて難

しく、被害認定調査計画を策定するにあたって情報

不足になる可能性がある。 

もう一つは、シミュレーションによる手法である。

近年、このシミュレーションによる地震建物被害予

測手法には、東京大学地震研究所と理化学研究所計

算科学研究センター（R-CCS）総合防災・減災チー

ムが開発した、統合地震シミュレータ（IES）2)が用

いられつつある。IES では実際の都市を参考にして

仮想空間上に多質点系の都市モデルを構築する。モ

デルに対して地震動を入力することによって解析を

行う。震源で発生した地震波は工学的基盤内を伝播

して表層地盤まで到達する。IES は、地震波の表層

地盤内での増幅過程、構造物振動の時刻歴の応答過

程、構造物振動の可視化をシームレスに解析を行う。 

3．研究方法 

本田ら 4)は、2019 年時点における兵庫県南あわじ

市の都市モデルを対象に時刻歴応答解析を行った。

本研究ではその解析結果を用いる。 

3.1．最大層間変形角に設ける閾値の設定   

IES の解析結果から得られる住家の最大層間変形

角に閾値を設けて被害認定調査基準に適用する。表 1

時刻歴応答解析による建物の最大層間変形角を用いた 
大規模地震災害における被害認定調査支援 
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に、住家の被害程度とマップに描画する際の色区分、

最大層間変形角に設けた閾値についてまとめたもの

を示す。 

 

表 1 災害に係る住家の被害認定基準 5) 

 

 

 

 

表 1 に示すように、住家の被害認定基準は全壊、

大規模半壊、中規模半壊、半壊、準半壊、準半壊に

至らない（一部損壊）の六段階に分類される。罹災

証明書は表 1 の被害認定基準を基に交付される。全

壊と大規模半壊の閾値は、研究対象地域の公表する

全壊棟数に合致するように設定する。以降の閾値は

分母に 5 を加えて均等配分した。全壊棟数の公表値

は各自治体が公表する被害想定のウェブサイトから

入手可能である。 

3.2．配色 

 住家の被害程度を示すマップを描画する際、表 1

に示す色区分を用いて被害の程度を表現する。配色

の基準には筒井らの論文 6)を参照している。全壊を紫、

大規模半壊を赤、中規模半壊を橙、半壊を黄、準半

壊を薄緑、準半壊に至らない（一部損壊）を緑と設

定する。 

4．例題 

4.1．研究対象地域と入力地震動 

 本研究の対象地域は兵庫県南あわじ市と設置した。

また、本研究で活用した構造物の最大層間変形角の

値は、南あわじ市の都市モデルに対して想定南海ト

ラフ地震（最大クラス）の地震動を入力して得られ

たものを用いた。 

 想定南海トラフ地震は海溝型地震であることから、

地震動による建物被害だけでなく、津波による建物

被害も予想される。地震が発生した後、数分から数

十分後に津波が到達するが、津波によって全壊と判

定されるエリアに関しては、地震動による建物被害

の大小を問わず一括認定をすることで調査対象から

間引くことが可能である。内閣府が公表している水

害による住家の被害を定めた被害認定フローにおい

て、床上 1.8m 以上の浸水を全壊と判定している。本

研究では、GL から床上までの高さを 0.2m 程度とし

て、2m 以上の浸水域は全て全壊と一括認定と評価す

る。国土交通省の公表する津波浸水想定 7)から津波の

浸水域を描画した。 

4.2．閾値の設定 

 想定南海トラフ地震（最大クラス）における南あ

わじ市の全壊棟数の公表値は 11,255 棟である。この

公表値に極めて近い値を取る閾値は 1/12.5 であった

ことから、兵庫県南あわじ市における全壊と大規模

半壊の閾値は 1/12.5 とした。 

 

表 2 全壊・大規模半壊間閾値の設定 

 

 

 

 

 

表 2 は、南あわじ市全壊棟数公表値と閾値別全壊

棟数を比較したものである。 

5．例題 

 海溝型地震は震源地が海底であることが多く、本

研究の例題地域である兵庫県南あわじ市においても

津波の被害が予測される。図 1 は南あわじ市福良の

全壊判定とされる浸水域を表示した建物被害程度マ

ップである。また、図 2 は、図 1 で示した津波浸水

エリアを全壊とした場合における福良建物被害程度

マップである。福良は、南あわじ市内で想定南海ト

ラフ地震の推定震源地から最も近く、図のような津

波による被害が予想されている。当然のことながら、

被害認定調査が行われるのは発災から約 1 週間後で

あり、仮に地震動で建物が倒壊せず軽微な被害であ

ったとしても、津波による浸水によって全壊と判定

される住家は多数存在することが考えられる。その

ため、津波による被害が予想されているエリアに関

しては全壊と一括認定して間引くことで、災害対応

実務者の現地調査に係る負担の軽減が期待できる。 

 本研究で作成したマップは、あくまでもシミュレ

ーションの結果を活用したものであり、実際の被害

を正確に表現しているとは限らない。誤解を招かな

い為、マップにおける建物被害を不鮮明に表現して

いる。 
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図 1 福良建物被害程度マップ全壊浸水域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 福良建物被害程度マップ 

（浸水エリアを全壊とした場合） 

 

 本研究では地震動による建物被害程度マップを作

成した。地勢的特徴を考慮して、海岸部と内陸部か

ら一ヶ所ずつ選定した。海岸部は福良、内陸部は榎

列を対象とした。 

 図 3 に福良の地震動による建物被害程度マップを

示す。また、表 3 に被害程度別の建物被害棟数を示

す。図 3 は福良における地震動による建物被害を示

したものである。地震災害における被害認定は悉皆

調査により行われることが多いが、福良のように明

らかに全壊の建物が多い地域に関しては、近年航空

写真による判定が用いられつつある。航空写真によ

り被害区域を一括認定することで、調査員の現地調

査を間引くことが可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 福良建物被害程度マップ 

 

表 3 福良建物被害棟数 

 

  

  

 

 

図 4 に榎列の地震動による建物被害程度マップを

示す。また、表 4 に被害程度別の建物被害棟数を示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 榎列建物被害程度マップ 

 

表 4 榎列建物被害棟数 

 

 

 

 

 207



 

 

 榎列は、榎列掃守、榎列西川、榎列小榎列、榎列

山所、榎列下幡多、榎列松田、榎列上幡多、榎列大

榎列、榎列松田外を総称したものであり、南あわじ

市の北方内陸部に位置する。福良と同様に震度分布

図において震度 7 の範囲が一部存在し、極めて強い

揺れが予想される。榎列の全建物棟数は 3,164 棟で

あり、支援金の対象となる中規模半壊以上の建物棟

数は 1,620 棟である。この建物棟数は榎列全体の約

51％を占める。福良のように、明らかに全壊棟数が

多い場合は航空写真による一括認定方式が用いられ

る場合があるが、榎列の場合全壊地域が密集してお

らず、被害程度の大小も疎らである。その為、現場

では悉皆調査による判定が適切であると考えられる。 

6．おわりに 
 本研究では、兵庫県南あわじ市を例題として、想

定南海トラフ地震の地震動を入力した時刻歴応答解

析結果を活用し、構造物の最大層間変形角を被害認

定調査基準に適用して、GIS を用いて描画した。 

近年、風水害における建物被害認定調査手法には、

浸水域の全壊一括認定や自己判定方式等による簡易

化手法が用いられつつある。一方、地震災害による

建物被害は、地質条件や建築物の耐震性といった要

因が複合的に影響し、同震度でも地域ごとに被害の

差が生じることから、簡易化手法の適用について検

討を重ねる必要がある。小規模の地震災害である場

合は調査件数が少ないため、被災自治体の現地悉皆

調査による判定で対応可能であることが考えられる。

しかし、本研究で例題としている想定南海トラフ地

震のような大規模災害の場合、調査対象となる件数

が膨大となることが予想される。迅速かつ公平な調

査業務のために、災害対応実務者は平時から発災時

の建物被害をイメージしておくことが望ましい。本

研究の成果を、災害対応実務者の平時におけるイメ

ージトレーニングや机上訓練に活用することで、復

興過程における業務効率化が期待できる。 
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